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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
通信装置におけるアップリンク圧縮モードでのモニタリングを軽減する方法であって、
　通信装置のモニタリング受信機の動作周波数を、隣接チャネルに移動させて、チャネル
信号強度を測定するステップ；
　モニタリング受信機の感度低下を推定して、閾値を決定するステップ；および
　信号強度を前記閾値と比較するステップであって、
　　信号強度が閾値より低い場合に、
　　モニタリング受信機の動作周波数を新しい隣接チャネルに移動させて、新しいチャネ
ル信号強度を測定するステップ、および
　　新しい信号強度を先の信号強度と比較するステップ、から更に成り、
　　２つの信号強度がほぼ同じである場合に、
　　アップリンク圧縮モードを要求するステップ、および
　　モニタリング受信機の動作周波数を先の隣接チャネルに移動させて、チャネル信号強
度を再度測定するステップ、から更に成る、ステップ；
から成る方法。
【請求項２】
前記推定ステップの閾値は推定感度低下レベルよりも約９ｄＢ大きい、請求項１に記載の
方法。
【請求項３】
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前記推定ステップの感度低下レベルは、
　　　　　感度低下（ｄＢ）＝Ｄs ＋Ｐtx＋Ｒx ＋（ＦRX＊Slope ）
であり、Ｄs は最大伝送出力の間の複信選択性と最も近いチャネルでの雑音との間の最悪
のケースの差であり、Ｐtxは最大許容伝送出力からの通信装置伝送出力の差であり、Ｒx 

は搬送波干渉比の閾値に対するモニタされた受信信号強度であり、ＦRXは最も近いダウン
リンクチャネルからのモニタリング受信周波数距離であり、Slope は選択性の傾きである
、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
新しい信号強度を比較するステップは、新しい信号強度が先の測定信号強度の２ｄＢの範
囲内にあることを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
通信システム上で動作可能な隣接制御チャネルをモニタするための、無線周波数送信機お
よび無線周波数受信機を備えたマルチモード通信装置であって、
　隣接チャネルから通信信号を受け取るフロントエンド部分；
　デジタル信号処理に備えて信号を変換する、フロントエンド部分に結合されたバックエ
ンド部分；
　信号強度を測定する、バックエンド部分に結合された検出器；および
　送信機からの信号が通信信号に干渉しているか否かを決定する決定手段であって、干渉
していることが決定されると、アップリンク圧縮モードでの動作を通信システムから要求
するよう通信装置に指示する決定手段；を備えた通信装置。
【請求項６】
アップリンク圧縮モードの要求を保証するのに十分な干渉があるか否かを決める際に、決
定手段は、検出器からの測定信号強度、既知のアップリンク周波数、既知のダウンリンク
周波数、および通信装置の送信機出力を使用する、請求項５に記載の通信装置。
【請求項７】
決定手段は、受信機の予想感度低下レベルを推定して閾値を決定し、信号強度が閾値より
低い場合には、決定手段は新しい隣接チャネルの信号強度をモニタするよう通信装置に命
令し、新しい隣接チャネルの信号強度が先の信号強度とほぼ同じ場合には、干渉状態であ
ることが示され、アップリンク圧縮モードが要求される、請求項５に記載の通信装置。
【請求項８】
前記予想感度低下が
　　　　　感度低下（ｄＢ）＝Ｄs ＋Ｐtx＋Ｒx ＋（ＦRX＊Slope ）
から推定され、Ｄs は最大伝送出力の間の複信選択性と最も近いチャネルでの雑音との間
の最悪のケースの差であり、Ｐtxは最大許容伝送出力からの通信装置伝送出力の差であり
、Ｒx は搬送波干渉比の閾値に対するモニタされた受信信号強度であり、ＦRXは最も近い
ダウンリンクチャネルからのモニタリング受信周波数距離であり、Slope は選択性の傾き
である、請求項７に記載の通信装置。
【請求項９】
前記閾値は推定感度低下レベルよりも約９ｄＢ大きい、請求項７に記載の通信装置。
【請求項１０】
前記アップリンク圧縮モードは、新しい信号強度が先の測定信号強度の２ｄＢの範囲内に
ある場合に要求される、請求項７に記載の通信装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線通信装置の動作モードの制御に関する。より詳細には、本発明は、多重
モード無線通信装置におけるアップリンクを動作させるための方法および装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　グローバル・システム・フォー・モバイル・コミュニケーション（ＧＳＭ）やデジタル
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・セルラ・システム（ＤＣＳ）の広帯域符号分割多元接続（ＷＣＤＭＡ）拡張を初めとす
る新しいデジタルセルラ通信システムは、デジタル情報の転送に異なるオペレーティング
・モードを利用することができる。例えば、当該技術分野で周知のように、デジタル情報
は、周波数分割複信（ＦＤＤ）および時分割複信（ＴＤＤ）の２つの異なる複信モードを
使用して転送することができ、異なる動作周波数帯域を使用する。ＧＳＭシステムは、９
００、１８００、および１９００ＭＨｚの帯域で動作し、ＤＣＳシステムも、１８００Ｍ
Ｈｚの帯域で動作する。異なるＦＤＤおよびＴＤＤモードで動作ができると、スペクトル
がより効率的に利用される。さらに、通信は、ＣＤＭＡの態様と時分割多元接続（ＴＤＭ
Ａ）の態様を共有することができる。
【０００３】
　マルチモード通信装置は、ＴＤＭＡ、ＣＤＭＡ、ＧＳＭおよびＤＣＳを初めとする複数
の多重接続方式から選択された動作システムを使用して、デジタル通信を送受信するよう
に設計されており、それらの方式のうちのいくつかを組み合わせ、それを１つの装置に組
み込んでいる。デュアルモード通信装置の受信機部分は、例えば、デュアルモードではな
いが上記のシステムの内のいずれかによる信号の組み合わせを受け取るように適合された
ものと類似している。例えば、ＦＤＤモードで動作する装置は、ある動作システムでアッ
プリンク（ＵＬ）で送信でき、別の動作システムでダウンリンク（ＤＬ）で受信すること
ができる。さらに、そのような装置は、新たな基地局の制御チャネルを捜すために、その
ようなシステムの種々のチャネル周波数（ＦＤＤ、ＴＤＤ、ＧＳＭ）を時々モニタするこ
とが要求される。
【０００４】
　他のセルをモニタする時間を装置に与えるために、上位層のコマンドは装置に圧縮モー
ドで動作するよう命令することができる。圧縮モードでは、スロットフォーマットは例え
ば、装置が周波数間出力測定、別の基地局の制御チャネル獲得、およびハンドオーバーを
行なうための空き時間を残しつつ送信ギャップを提供するように変更される。圧縮モード
にある場合、１フレーム中に通常送信される情報は、１フレーム内で転送されるデータ量
を維持するために、時間圧縮される。
【０００５】
　圧縮モードの利用に伴うデータ・スループットの問題を緩和する１つの方法は、提唱さ
れている規格「第三世代パートナーシップ・プロジェクト；技術仕様グループ無線アクセ
スネットワーク；物理層－測定法（3 rd Generation Partnership Project; Technical S
pecification Group Radio Access Network; Physical Layer-Measurements）（ＦＤＤ）
（１９９９年リリース）Ｖ３．３．０、セクション６．１．１．１（２０００－０６）に
概説されているように、通信装置で第２のモニタリング受信機を使用することである。第
２の受信機の使用は、通信装置がダウンリンクに圧縮モードを使用する必要性をなくす。
しかしながら、通信装置がアップリンクに圧縮モードを使用することは必要である可能性
がある。例えば、装置は、第２のモニタリング受信機を使用してダウンリンクをモニタし
つつ、アップリンクで送信を行い得る。不都合にも、モニタリング周波数がアップリンク
送信周波数（例えばＴＤＤまたはＧＳＭ／ＤＣＳ　１８００／１９００ＭＨｚ帯域の周波
数）に近い場合には、通信装置は実際それ自体で干渉し合う可能性がある。言いかえれば
、装置の送信出力は、装置の受信機によって拾い上げられるか、装置の受信機と干渉する
。したがって、送信機の干渉なく近い周波数で基地局制御チャネルを正確にモニタするた
めの、装置の非伝送時間を可能にする、アップリンクでの圧縮モードの使用が必要とされ
ている。これは、実際に装置に自己干渉がほとんどなくても該当する。
【０００６】
　実際に、一般的な通信装置中の受信回路は、２つの一般的な部分であるフロントエンド
部分とバックエンド部分を有する。フロントエンド部分は、最初のフィルタリング、所望
の帯域幅の増幅、および受信機のバックエンド部分による更なる処理のための中間周波数
への変換、を行なうように機能する。バックエンド部分は、信号を、デジタル信号処理に
備えてベースバンドに変換する。ＲＦ信号はアンテナを介してフロントエンド部分に入り
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、フロントエンドからバックエンドまで送られる。
【０００７】
　無線周波数受信機の入って来る信号の出力を制御することは、信号レベルをベースバン
ド回路の動作範囲内に維持し、かつ受信機の適切な動作を提供するために不可欠である。
帯域外信号の出力は、信号対雑音比と受信機の選択性を下げる結果、受信機の性能を低下
させる。これは、装置がアップリンクで送信していると同時に近くの周波数でダウンリン
クでモニタしている時のように、所望のチャネル上信号と比較して干渉する隣接信号が非
常に強い場合に起こり得る。その結果、所望のチャネル上信号は、帯域外雑音のために感
度が低下するようになる。したがって、ベースバンド回路の前で受信信号出力を制限し、
バックエンド回路の動作範囲内に信号レベルを維持することが必要である。ベースバンド
回路のフィルタ部分は、所望のチャネル上周波数だけを通過させることにより、隣接する
干渉雑音信号を軽減する。しかしながら、ベースバンド回路の前の入って来る総出力レベ
ルは、所望のモニタ信号と、干渉アップリンクエネルギーとを含む。先行技術の解決策は
、アップリンク伝送周波数と近い周波数をモニタリングする場合には常に、アップリンク
圧縮またはスロットモードを使用することである。しかしながら、これによって、上記に
概説したようなデータ・スループットの減少が起こる。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　したがって、データ・スループットを増加させるよう、受信機のモニタリング中のアッ
プリンク圧縮モードの使用を低減する必要がある。送信と受信が同時であっても通信装置
に重大な自己干渉を生じさせない場合を決定することも、有益であろう。ハードウェアを
追加したり、通信装置のコストを増加させたりせずに、そのような改良を提供することも
有効であろう。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、通信システムにおける無線通信装置のマルチモード受信機回路における、所
望の通信信号周波数付近でのアップリンク圧縮モードでのモニタリングを軽減する、独自
の方法を提供する。本発明の好ましい実施形態では、送信と受信を同時に行っても通信装
置に重大な自己干渉を生じさせず、その結果、アップリンクの圧縮モードが必要でなく、
それによりデータ・スループットが改善される例を決定するための方法を説明する。その
ような改良は、通信装置にハードウェアを追加したり、通信装置のコストを増加させたり
せずに、達成される。回路を追加する（その結果コストが増大したり装置サイズが増大し
たりするわけであるが）代わりに、本発明は、デュアルモード通信装置に必要な複数の帯
域幅からのＲＦ信号を処理するために、既存の回路をソフトウェア・ソリューションと組
み合わせて、有利に使用する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　図１を参照すると、本発明による無線通信装置のブロック図が示される。好ましくは、
この装置は、本発明を組み込んだセルラ無線電話である。好ましい実施形態では、マイク
ロプロセッサ１０３、例えばモトローラ社からも入手可能な６８ＨＣ１１マイクロプロセ
ッサは、互換性のあるセルラシステムで動作するのに必要な通信プロトコルを生成する。
マイクロプロセッサ１０３は、好ましくは１つのパッケージ１１１に統合されるＲＡＭ　
１０５、ＥＥＰＲＯＭ　　１０７、および／またはＲＯＭ　１０９を含むメモリ１０４を
使用して、プロトコルを生成するのに必要なステップや、本発明による無線通信装置の他
の機能、例えばディスプレイ１１３への書き込み、キーパッド１１５からの情報の受け取
り、受信機利得の制御を初めとするシグナル・プロセッサ１２５の制御、を行うのに必要
なステップを実行する。シグナル・プロセッサ１２５は復調器、シンセサイザ、デジタル
・シグナル・プロセッサ（ＤＳＰ）、および所望の通信信号の復調に必要なベースバンド
変換および適切な能動フィルタリングを行なう当該技術分野で周知の他の回路を含んでい
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る。マイクロプロセッサ１０３は、オーディオ回路１１９によってマイクロホン１１７か
ら及びスピーカ１２１へ変換される音声も処理する。
【００１１】
　図１は、デュアルモード通信装置の動作に必要な２つの別の周波数帯幅のＲＦ信号を受
け取ることができるフロントエンド受信機回路１２３も示す。フロントエンド受信機は、
第１の所望のモードで動作するためのチャネル１　１４９および第２の所望のモードで動
作するためのチャネル２　１５１という、２つのチャネルから構成されている。本発明の
１実施形態によれば、チャネル１　１４９は通常の通信信号を受け取るように調整可能で
あり、チャネル２　１５１は、近くの基地局の制御チャネルをモニタするように調整可能
である。実際、２つの受信機は異なる周波数帯域で動作可能である。通信装置１００は、
９００、１８００、１９００ＭＨｚのＧＳＭ／ＤＣＳおよびＷＣＤＭＡ帯域で動作可能で
あると想定される。
【００１２】
　例えば、当該技術分野で周知のように、シグナル・プロセッサ１２５は、ＩＦプレアン
プ、ＩＦミキサ、能動ベースバンド・フィルタ、およびＡＤ変換器を含むことが可能なシ
ンセサイザ（図示しない）を備えている。ＩＦプレアンプは、ベースバンドミキサおよび
能動ベースバンドフィルタへの総信号利得入力を制御するために自動ゲイン制御（ＡＧＣ
）を使用する。その理由は、ミキサとフィルタがいずれも過負荷を受けやすいからである
。受信機が適切に機能できるように、ＡＧＣはベースバンド回路電力レベルを設計された
動作範囲内に維持する。ベースバンドＩＦミキサはＩＦ信号を第２のＩＦ周波数に変換し
、これはその後、所望の通信信号だけを更なる処理のために通過させる能動ベースバンド
・フィルタによりフィルタされる。フィルタされた後、所望の通信信号周波数上の雑音お
よび干渉は更なる処理を受ける。フィルタ後、信号はＡＤ変換器によってデジタル信号に
変換される。この変換器はすべての信号（所望の通信信号および干渉）を採取し、それら
をデジタル・データ・ビットに変換する。デジタル・データ・ビットはその後さらにさら
なるソフト・フィルタリングや復調を初めとする更なる処理を受ける。デジタル信号処理
は、第１と第２の受信チャネルの両方からの入力信号が同時に処理できる地点まで進んで
いる。
【００１３】
　シグナル・プロセッサ１２５は、本発明による、自己干渉を検出する検出器を含む。検
出器は、受信機チャネルを通過する自己干渉の出力を推定し、この推定値をマイクロプロ
セッサ１０３に与える。マイクロプロセッサ１０３は、信号を推定信号または測定信号と
比較して自己干渉が存在するか、受け取られている信号が真の受信信号かを決定する、決
定手段を備えている。
【００１４】
　本発明によれば、マイクロプロセッサの決定手段は、現在のセル条件下でアップリンク
圧縮モードが実際に必要であるか否かを決定する。要するに、受信機のうちの１つを、通
信装置の（例えばＤＣＳダウンリンクと干渉するＷＣＤＭＡアップリンクからの）自己干
渉の推定器として使用し、そのような自己干渉が決定手段によって発見された場合にのみ
、マイクロプロセッサは通信装置に、自己干渉を除去するために通信システム・ネットワ
ークから圧縮アップリンク・イベントを要求するよう命令する。任意の他の時には、マイ
クロプロセッサは正常に動作し、それによってキャパシティを増大させる。
【００１５】
　実際、自己干渉は帯域に依存している。例えばＴＤＤおよびＧＳＭ－ＤＣＳ帯域は、受
け取り経路の自己生成ＷＣＤＭＡ送信雑音に対して、限られた選択性を有し、本発明はこ
の状況に最良の効果を有する。多くのパラメータを考慮に入れた場合、要件は実際には条
件付きとなる。最初に、アップリンク圧縮モードに対する要求を保証するのに十分な自己
干渉があるか否かを決定する際に、決定手段は、検出器、既知のアップリンク周波数、既
知のダウンリンク周波数、および通信装置の送信機出力からの測定信号強度を使用する。
フィルタ選択性、実際の送信雑音、およびカップリング効果を初めとする他の二次パラメ
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ータも考慮に入れることができる。
【００１６】
　用途に関して、本発明は、その限られた選択性の故に、ＤＣＳ帯域で最良に使用される
。しかしながら、本発明は、受け取り周波数が同時広帯域伝送周波数に近い、すべてのマ
ルチモード通信システムに用途を有している。さらに、本発明は、受信ＧＰＳシステム信
号を関連させる時間が長く装置送信機のミューティングを必要とし得る、グローバル・ポ
ジショニング・システムにも用途を有している。
【００１７】
　図２は、受信機モニタリングチャネルに最も近い、最低チャネル上でフル出力状態にあ
るＦＤＤ送信機に対する最悪の場合の自己干渉雑音の例を提供する。例えば、境界線４０
２は、１８０５ＭＨｚから１８８０ＭＨｚまでのＤＣＳダウンリンクバンドを表す。境界
線４０３および４０５は、１９００ＭＨｚから１９８０ＭＨｚまでのＵＭＴＳアップリン
ク帯域を表わす。境界線４０３はこの帯域のＴＤＤ部分を表し、境界線４０５は同時送受
信によってより発生する可能性が高い、より厄介なＦＤＤバンドを表わす。図示した場合
に、ＦＤＤ　ＵＭＴＳ　アップリンクでの送信は、３．８４ＭＨｚの帯域幅で起こる。こ
の送信の出力スペクトル密度４０６は、ＤＣＳダウンリンクに最も近いチャネルでの送信
を示す。このチャネルの下にはｎ次の非線形性を含むニーがあり、この下には約－５０ｄ
Ｂｍの出力レベルの広帯域ノイズがある。曲線４０４は、広帯域送信に最も近いチャネル
におけるＤＣＳダウンリンク信号（ＧＳＭ特性）を表わす。ＤＣＳダウンリンク信号は、
１５０ｋＨｚの帯域幅を有する。曲線４１０は、実際にＤＣＳ　ダウンリンク選択性を助
ける、この周波数範囲内の複信（ＵＭＴＳ）選択性を表わす。
【００１８】
　この条件下にある受信機は、約－３５ｄＢの感度低下を有するだろう（すなわち送信機
雑音が干渉を引き起こす前に、１８８０ＭＨｚチャネルでの感度は、約３５ｄＢ下がり得
る）。この場合、所望の受信信号強度が受信機感度を超えて３５ｄＢよりも大きいか、送
信機がフル出力より小さい出力で送信していた場合、適切な受け取りが起こり、アップリ
ンク圧縮モードの使用はもはや要求されない。このように、通信装置は（ＷＣＤＭＡチャ
ネルの）フルデータ容量を利用することができる。図２に示したケースでは、信号強度が
、自己干渉とアップリンク圧縮モードの必要性を示す送信機雑音を十分に下回っている。
【００１９】
　決定手段は、受信機の予想感度低下限界値を最初に推定することにより、いつアップリ
ンク圧縮モードを使用するかを決定する。例えば、感度低下（desense ）は以下によって
推定することができる：
　　　　　感度低下（ｄＢ）＝Ｄs ＋Ｐtx＋Ｒx ＋（ＦRX＊Slope ）
ここで、Ｄs は最大伝送出力（例えば１８８０ＭＨｚで３５ｄＢ）の間の複信選択性と最
も近いチャネルでの雑音との間の最悪のケースの差（ｄＢ）であり、Ｐtxは最大許容伝送
出力（ＷＣＤＭＡシステムで＋２４ｄＢｍ）からの通信装置伝送出力の差（ｄＢ）であり
、Ｒx は搬送波干渉比（ＧＳＭシステムで９ｄＢ）を超えるモニタされた受信信号強度で
あり、ＦRXは最も近いダウンリンクチャネル（ＤＣＳバンドで１８８０ＭＨｚ）からのモ
ニタリング受信周波数距離（ＭＨｚ）であり、Slope は選択性の傾き（ＤＣＳダウンリン
ク帯域で１２ｄＢ／７５ＭＨｚ）である。例えば、受信機が最も近いチャネル（１８８０
ＭＨｚ）に合わせられると、Ｄs は３５ｄＢ（およびＦRXも０）であり、送信機がその最
も高い許容出力（＋２４ｄＢｍ）で送信していれば、Ｐtxはゼロであり、その時受信信号
強度が９ｄＢ（閾値を０ｄＢ超える）である場合、Ｒx は０であり、受信機の予想感度低
下は３５ｄＢである。
【００２０】
　予測された受信機感度低下が与えられると、隣接のシステム測定が受信機によって必要
とされる場合、決定手段は、図３に示すように、本発明による以下のプロセスを使用して
、アップリンク圧縮モードが実際に要求されるか否かを決定することができる。開始時、
通信装置は、通常の圧縮されていないアップリンクモード５００で動作する。次のステッ
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プ５０２は、上述したように、閾値を決定するために通信装置のモニタリング受信機の感
度低下を推定することを含む。推定するステップは、実際の信号強度も含むことができる
、信号強度の測定を含む。好ましくは、閾値は推定感度低下レベルよりはるかに大きい。
実際、閾値は、ＧＳＭの搬送波干渉比によって定義され、搬送波が雑音レベルに対して約
９ｄＢかそれより大きい場合、受信機は一般に十分な感度を有する。この推定ステップは
プロセスにおけるいかなる段階で起こってもよく、このポイントでは例として示している
にすぎないことが認識されるべきである。さらに、チャネル条件や出力制御の変化を追跡
するために感度低下は時々推定することができ、プロセスの種々の時間に起こってよい。
次のステップ５０４は、モニタリング受信機の動作周波数を隣接チャネルに移動させて、
検出器によりチャネル信号強度を測定することを含む。
【００２１】
　次のステップ５０６は、ステップ５０４からの測定チャネル信号強度と、ステップ５０
２からの閾値とを比較することを含む。測定チャネル信号強度が閾値（例えば９ｄＢ）よ
りもはるかに大きな場合、任意の自己干渉は推定感度低下と同じ大きさであるため、その
信号強度は重大な自己干渉のない真の読取り値であろう。測定信号強度が真の読取り値で
あることが決定されると、通信装置は通常のアップリンクモードにおける動作を継続し、
他の隣接チャネルのモニタリング５１０を継続することができる。しかしながら、測定信
号強度が閾値より低いか、推定感度低下に近い場合には、測定信号強度が真の読取り値で
あるか干渉を有するかを決定することが依然として必要である。この場合、次のステップ
５０８は、モニタリング受信機の動作周波数を、先程測定したチャネルから離して他のチ
ャネルへと移動させ、新たなチャネルのチャネル信号強度を測定することを含む。
【００２２】
　次のステップ５１２は、新しいチャネルの信号強度が先の測定信号強度と同様であるか
否かを決定する。それらが異なる場合、最初に測定した信号強度が真の読み取り値である
可能性が最も高く、通信装置は、通常のアップリンクモードにおける動作を継続し、他の
隣接チャネルのモニタリング５１０を続けることができる。しかしながら、２つの測定信
号強度がほぼ同じである場合、両者の信号は測定干渉であるだろう。２つの信号強度が実
際に同じであることが単なる偶然の一致であったとしても、本発明の方法は、アップリン
ク圧縮モードの使用を軽減することができるだろう。信号がほぼ同じである場合、通信装
置はアップリンク圧縮モード動作に入る５１４。これは、通信システムネットワークから
アップリンク圧縮モードを要求するか、アップリンク圧縮モードへ自主的に切り替わるこ
とにより、遂行することができる。これに続いて、モニタリング受信機の動作周波数を先
のチャネル周波数に移動させて、信号強度を再度測定するステップ５１６が起こり、その
測定値が信号強度の真の測定値として認められる。その後、通信装置は、通常のアップリ
ンクモードにおける動作を要求し５１８、他の隣接チャネルのモニタリング５１０を継続
することができる。通信装置は、その通常動作の一部として、他の利用可能な隣接のシス
テムおよびチャネルのリストを格納する。好ましくは、本発明の方法は、その帯域の限ら
れた選択性の故に、ＤＣＳ帯域でチャネルをモニタする場合に、最良に適用される。
【００２３】
　実際、ＷＣＤＭＡモードにおける高出力伝送では、ＷＣＤＭＡ電力増幅器によるＤＣＳ
受け取り（Ｒｘ）帯域に高い雑音が生じるため、ＤＣＳ　１８００ＭＨｚのセルをモニタ
することは困難である。さらに、ＷＣＤＭＡ送信（Ｔx ）帯域およびＤＣＳ　１８００Ｍ
Ｈｚ　Ｒx 帯域は、お互いに非常に近接している（４０ＭＨｚ）ため、有効なフィルタリ
ングの設計が困難である。すなわち、ＤＣＳ　Ｒx 帯域からＷＣＤＭＡ　Ｔx 帯域を分離
するフィルタは、大きくて効果なフィルタとなるため、挿入損失が高く、電力消費による
電池寿命が低下するだろう。
【００２４】
　本発明は、ＤＣＳモニタリングのためにＷＣＤＭＡアップリンクで圧縮モードを使用す
ることによりそのようなフィルタを回避する解決策を提供する。詳細には、高電力レベル
でＷＣＤＭＡで送信する時には圧縮モードが使用され、低レベルで送信する場合には通常
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すると、ＷＣＤＭＡ出力増幅器によって生成されるＤＣＳ　Ｒx バンドの雑音は十分に減
少する。それより低い値で非圧縮モードが達成可能である出力閾値も、送信機の雑音性能
に依存している。さらに、Ｒx バンドで低い雑音を達成することにより、通信装置が低レ
ベルのためにＷＣＤＭＡ電力増幅器を回避することが可能となる。これによっても効率が
改善される。動作の際では、ほとんどの場合に、通常の移動通信装置は低消費電力レベル
（０ｄＢｍより低いレベル）で送信するだろう。従って、ＤＣＳモニタリングのための非
圧縮モードが、ほとんどの時間で有効になるだろう。ＤＣＳセルをモニタするために、移
動通信装置はほんの時々、ＷＣＤＭＡ送信を圧縮する必要があるだけで済むだろう。
【００２５】
　本発明は、最適データ容量の維持に特に用途があり、自己干渉が存在する圧縮モードで
動作する際にのみ用途がある。方法は、圧縮モードにおける動作が有益か否かを通信装置
が制御するプロセスを提供する。これは、既存のハードウェアを用いて遂行されるため、
追加の回路の必要性がなく、印刷回路板上および集積回路内のスペースを節約する。デジ
タル信号プロセッサ技術の絶えず向上する能力によって、通信信号の異なるモードの同時
測定および動作が可能となり、シームレスな制御が提供される。
【００２６】
　本発明は上述の説明と図面に関して説明および図示したが、この説明は単なる例であっ
て、当業者には本発明の広い範囲から逸脱せずに多くの変更および改変をなし得る。本発
明は携帯セルラ無線電話に特に用途があるが、本発明はページャ、電子手帳およびコンピ
ュータを初めとする任意のマルチモード無線通信装置に適用することが可能である。出願
人の発明は、以下の請求項によってのみ制限されるものとする。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本発明によるデュアルモード無線周波数受信機のブロック図。
【図２】本発明による受信機感度低下のグラフ。
【図３】本発明の好ましい実施形態による干渉検出と圧縮モード選択のステップを例証す
るフローチャート。
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